熊本県産業人材強化戦略
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熊 本 県

はじめに


新たな県政の基本運営方針として昨年１２月に策定した「くまもとの夢４ヵ年戦略」においては、「企業ニーズに対応した人材の育成」を、「戦略的産業振興の推進」のための施策の１つとして掲げている。

人材の育成と確保により雇用の場を確保・充実させることは、本県経済を活性化し、「活力があり雇用を創出する商工業」により「経済上昇くまもと」を図るという、新たな県政の大きな目標となっている。

また、本県では県内経済を牽引するリーディング産業を育てていくため、ものづくり、セミコンダクタ(半導体)、バイオの３つの産業別のフォレスト構想と、ソーラー産業、自動車関連産業、情報サービス産業、健康サービス産業の４つの産業振興戦略を策定し、各産業において施策を展開しており、人材育成・確保策もこの大きな柱の１つとなっている。

このようなことから、産業振興施策としての人材育成・確保、すなわち人材強化の支援策をまとめ、多岐にわたる関係機関がそれぞれに実施している人材強化事業について、連携のもとで取り組むための仕組みをつくり、人材面から県内中小企業の高度化を支援するために「熊本県産業人材強化戦略」を策定する。


この戦略は、本県における職業能力開発施策の基本計画である「くまもと元気づくり産業人材育成プラン（第８次熊本県職業能力開発計画）」における「地域産業をリードする人材の確保、育成」を具体的に展開させるものである。

加えて、重点的な産業振興を図る３つのフォレスト構想と４つの産業振興戦略の人材強化（育成・確保）を推進することにより、「くまもとの夢４ヵ年戦略」における、「中小企業の技術・経営・販路開拓の支援」や「戦略的企業誘致の推進」を人材面から支える、「企業ニーズに対応した人材の育成」を具体化するための戦略として位置づける。

　

戦略の期間は、「くまもとの夢４ヵ年戦略」と同じ、平成２３年度までの４ヵ年間とする。
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